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財務報告 Iその他の情報現行のFASB基準によって直接影響を受ける領域 lその他の財務報告l基本財務諸表 陣 か 厘認識及び測定に関する概念ステイ トメントの範囲 財務諸表への注言司匝 憂頭
･貸借対照表 (例) (例) 匝≡巨頭 (例)
･稼得利益及び ･会計方針 ･価格変動の開示 (例) ･SECForm10-K
包括的利益結合 ･偶発事象 ･石油 .ガスの ･経営者の討議と における競争及
計算書 ･棚卸資産の 埋蔵量の情報 分析 び受注に関する






































































































































































































































































































自動車工業(7) 化学工業(7) 製薬業(7) 建設業(7) 石油 .炭製品 (4) 電気 .ガス業(7) 運輸業(7) 金融業(6)
環境情報あり 7社 7社 3社 7社 4社 7社 5社 0社
























































































































普 ジメン ト 環境会計 オーマン
図表1-7 包括的環境会計報告書のイメージ



























































環境報告書 基本 財務情報 損益計算書､貸借対照表







企業外コス ト 環境汚染等 将来的レベル



























































































































































































































































事業年度 (自 平成 13年 4月1日 至 平成 14年 3月31日) (百万円)
財務情報 環境情報 関連情報
Ⅰ 売上高Ⅱ 原価1 製品及び販売用部品期首たな卸高 82,956 3,211,18621844321026753840924589 1,200(1.4) 1,100(2,270) ※ 123
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図表1-16 地域情報の概要Ⅱ
石油採掘場 輸送 (海上) 精製所 輸送 (陸上)
場所 サウジアラビア インド洋､太平洋 国内 国内
周辺状況 砂漠 港 工業地帯 道路､住宅地
予想される環境リスク 採掘場の事故に タンカーの事故 精製所の事故 に 自動車事故 によ
よる周辺地域の による石油の海 よる周辺地域の る周辺地域の汚
汚染o への流出o 汚染○環境影響物質の排出による周辺住民への悪影響o 染o
予想される企業への影響 汚染状況 に応 じ 汚染状況 に応 じ 汚染状況 に応 じ 汚染状況 に応 じ
て周辺地城 を浄 て汚染地城 を浄 て汚染地域 を浄 て汚染地域 を浄
化す るため経済 化す るため経済 化するため経済 化するため経済
的な負担が発生 的な負担が発生 的な負担が発生 的な負担が発生
する可能性あり○ する可能性ありo する可能性ありo する可能性ありo
企業 イメージの 企業イメージの 企業 イメ-ジの 企業 イメージの
低下○ 低下○ 低下○周辺住民への賠償金の支払い○ 低下o
予防策 事故防止の徹底 事故防止の徹底 事故防止の徹底 事故防止の徹底
社員数育､事故が 社員教育､事故が 社員教育､事故が 社員教育､事故が
起 こって しまつ 起 こって しまつ 起 こって しまつ 起 こって しまつ





























































































3FASBはアメ リカの会計基準 の設定機 関
で､財務会計基準書 (StatementsofFinancial
AccountingStandards;SFAS)と財務会計の
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経済社､1998年､所収p.336
6アカウンタビリティー (会計責任)の用語は､
今日では広く経営者の社会各種利害関係者に
対する報告 ･説明責任として使用されている｡
これはアカウンタビリティーの果たすべき範
囲が単に企業会計の作成する会計情報のみに
限定されず､企業の経営行動とその結果に関
する財務的 ･非財務的情報の開示を求めるも
のとして示唆的である｡
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の概念を広義に解釈して､①の財産保全およ
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